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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第128期

第３四半期連結
累計期間

第129期
第３四半期連結
累計期間

第128期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　12月31日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　12月31日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （千円） 3,491,378 5,749,972 5,346,147

経常利益 （千円） 66,325 448,830 243,335

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（千円） 11,499 265,122 129,101

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 12,250 257,761 131,164

純資産額 （千円） 3,156,484 3,452,538 3,275,344

総資産額 （千円） 8,862,512 6,652,557 10,821,850

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 0.85 19.74 9.61

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 35.6 51.9 30.3

 

回次
第128期

第３四半期連結
会計期間

第129期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成26年
　10月１日
至平成26年
　12月31日

自平成27年
　10月１日
至平成27年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
（円） △9.64 0.53

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四

半期連結累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利

益」としております。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項については、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

（1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・企業収益においては引き続き緩やかな回復基調が

見られましたが、個人消費や輸出面において一部に弱さも見られるなど、景気回復の力強さを欠く状況で推移

いたしました。世界経済におきましても、中国をはじめとする新興国経済の下振れリスクや、原油価格等の下

落、テロなど地政学的リスクの影響も懸念され、依然として先行き不透明な状況であります。

当社を取り巻く事業環境は、2020年東京オリンピック関連施設において、木材の積極採用が提言されるなど

明るい話題もありますが、市場に与える影響が不透明なことや、住宅着工戸数の回復には力強さを欠く状況な

ど、依然として先行き不透明感が強く、設備投資に対する見方も慎重なものとなっております。

このような状況の中、当第３四半期連結累計期間の当社グループは、営業を中心とした販売活動と機械の開

発活動に注力した結果、売上高は5,749百万円（前年同四半期比64.7％増）となりました。利益につきまして

は、売上増加が寄与し営業利益は444百万円（前年同四半期比664.8％増）、経常利益は448百万円（前年同四半

期比576.7％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は265百万円（前年同四半期比253百万円増）となりまし

た。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

①合板機械事業

合板機械事業は、積極的な営業活動と機械の改良改善に注力した結果、当第３四半期連結累計期間の売上高

は3,936百万円（前年同四半期比86.2％増）、営業利益は466百万円（前年同四半期比313.2％増）となりまし

た。

②木工機械事業

木工機械事業は、積極的な営業活動による売上増加に努めた結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は

962百万円（前年同四半期比53.6％増）、営業利益は70百万円（前年同四半期比437.2％増）となりました。

③住宅建材事業

住宅建材事業は、営業エリアを拡大するなど積極的な営業活動に注力した結果、当第３四半期連結累計期間

の売上高は862百万円（前年同四半期比14.9％増）となりました。営業利益につきましては、受注競争が熾烈

さを増し受注単価が低下したことに加え、円安による輸入部材価格の上昇等の影響から、14百万円（前年同四

半期比33.0％減）となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（3）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、213百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。
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（4）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く事業環境は、住宅着工戸数も少しずつ上向きとなりつつありますが、本格的な回

復には程遠く、業界内での設備投資は慎重な姿勢が続く事が予想されます。

このような状況の中、従来とは違う木材の活用や、新たな機械の開発に取り組むとともに、営業を中心と

した販売活動の促進や現状の機械の改良改善に努め、受注確保から売上計上まで安定して行えるよう日々努

力しておりますが、新たな機械の開発には時間を要する事、当社の主力合板機械事業での大型機械は全て受

注生産であることから、受注から売上に至るまでには長期間の納期が必要であることや、得意先の都合で機

械が納入できないといった要因等もあり、現状困難な状況であります。

当社グループは、このようなリスクを出来るだけ少なくするように努めるとともに、顧客ニーズに対応し

た機械の開発・改良に取り組み、得意先の設備が安全に稼働出来るようなバックアップ体制の構築に努める

などグループ一丸となって経営の安定化に取り組んでまいる所存であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数　
（株）

（平成28年２月12日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 15,000,000 15,000,000
名古屋証券取引所市場第二部

東京証券取引所市場第二部

単元株式数

1,000株

計 15,000,000 15,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 15,000,000 － 750,000 － 77,201

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,575,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,371,000 13,371 －

単元未満株式 普通株式     54,000 － －

発行済株式総数 15,000,000 － －

総株主の議決権 － 13,371 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が11,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数11個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社太平製作所
愛知県小牧市大字入鹿

出新田字宮前955番8
1,575,000 － 1,575,000 10.5

計 － 1,575,000 － 1,575,000 10.5

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,804,466 2,798,118

受取手形及び売掛金 1,150,222 ※ 737,996

有価証券 100,000 －

製品 － 126

仕掛品 2,376,443 716,655

原材料及び貯蔵品 193,926 199,290

その他 167,617 110,306

貸倒引当金 △1,610 △7,058

流動資産合計 8,791,066 4,555,437

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 641,985 636,587

土地 689,746 689,746

その他（純額） 203,288 279,072

有形固定資産合計 1,535,020 1,605,406

無形固定資産 64,245 56,302

投資その他の資産   

その他 431,518 442,844

貸倒引当金 － △7,433

投資その他の資産合計 431,518 435,410

固定資産合計 2,030,784 2,097,120

資産合計 10,821,850 6,652,557

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,247,259 800,964

短期借入金 750,000 750,000

1年内返済予定の長期借入金 133,400 83,400

未払法人税等 89,000 108,761

賞与引当金 91,191 33,443

役員賞与引当金 31,200 15,600

前受金 3,490,960 623,825

その他 201,138 307,573

流動負債合計 7,034,148 2,723,568

固定負債   

長期借入金 33,200 16,500

繰延税金負債 114,628 99,982

役員退職慰労引当金 12,100 12,963

退職給付に係る負債 168,846 157,358

その他 183,582 189,646

固定負債合計 512,357 476,451

負債合計 7,546,506 3,200,019
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 750,000 750,000

資本剰余金 77,201 77,201

利益剰余金 2,619,953 2,804,530

自己株式 △205,701 △205,723

株主資本合計 3,241,453 3,426,008

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 33,890 26,530

その他の包括利益累計額合計 33,890 26,530

純資産合計 3,275,344 3,452,538

負債純資産合計 10,821,850 6,652,557
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 3,491,378 5,749,972

売上原価 2,885,146 4,674,670

売上総利益 606,232 1,075,301

販売費及び一般管理費 548,049 630,344

営業利益 58,182 444,957

営業外収益   

受取利息 629 778

受取配当金 3,468 3,811

鉄屑売却収入 1,954 1,613

保険解約返戻金 3,996 2,231

その他 8,497 3,290

営業外収益合計 18,546 11,725

営業外費用   

支払利息 9,636 7,815

その他 767 37

営業外費用合計 10,404 7,852

経常利益 66,325 448,830

特別利益   

固定資産売却益 － 349

特別利益合計 － 349

特別損失   

固定資産除売却損 2,174 －

特別損失合計 2,174 －

税金等調整前四半期純利益 64,150 449,180

法人税、住民税及び事業税 9,538 140,339

過年度法人税等 － 28,485

過年度法人税等戻入額 △4,469 －

法人税等調整額 47,581 15,233

法人税等合計 52,650 184,057

四半期純利益 11,499 265,122

親会社株主に帰属する四半期純利益 11,499 265,122
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 11,499 265,122

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 750 △7,360

その他の包括利益合計 750 △7,360

四半期包括利益 12,250 257,761

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 12,250 257,761
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以降実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更を行っておりま

す。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表の組替えを

行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期

首時点から将来にわたって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期

連結会計期間末日残高に含まれております。
 

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形 －　千円 6,052千円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

減価償却費 82,386千円 96,038千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総

額（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 53,697 ４ 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総

額（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 80,545 ６ 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

 合板機械事業 木工機械事業 住宅建材事業 計

売上高     

外部顧客への売上高 2,114,041 626,432 750,904 3,491,378

セグメント間の内部売上高又は振替高 125 － － 125

計 2,114,167 626,432 750,904 3,491,504

セグメント利益 112,779 13,083 21,419 147,281

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利　　益 金　　額

報告セグメント計

全社費用（注）

147,281

△89,099

四半期連結損益計算書の営業利益 58,182

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費用であります。
 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

 合板機械事業 木工機械事業 住宅建材事業 計

売上高     

外部顧客への売上高 3,936,831 962,452 850,688 5,749,972

セグメント間の内部売上高又は振替高 28 － 12,031 12,059

計 3,936,860 962,452 862,719 5,762,032

セグメント利益 466,051 70,284 14,349 550,685

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利　　益 金　　額

報告セグメント計

全社費用（注）

550,685

△105,727

四半期連結損益計算書の営業利益 444,957

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費用であります。
 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 0円85銭 19円74銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
11,499 265,122

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
11,499 265,122

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,424 13,424

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成28年２月12日

 

株式会社太平製作所
 
　取締役会　御中  

 

 
 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　服部　則夫　　印  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　増見　彰則　　印  

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社太平製

作所の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社太平製作所及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。
 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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